
別紙様式5

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

1
ＣＯＲＩＮＳ及びＴＥＣＲＩＳ利
用契約
一式

支出負担行為担当官
中部森林管理局長
城土裕

長野県長野市大
字栗田715-5

平成23年4月1日
財団法人日本建設
情報総合センター

東京都港区赤坂7-
10-20

会計法第２９条の３第４
項（特定情報）

企業から登録された工事実
績、事務実績をデータベース
化し、情報を提供している者
からの提供を受けるもの。

－ － － 1,305,000 － － － 1 － － －

2
ＥＴＣカード利用契約
一式

支出負担行為担当官
中部森林管理局長
城土裕

長野県長野市大
字栗田715-5

平成23年4月1日
株式会社ジェーシー
ビー

東京都千代田区南
青山5-1-22青山ラ
イズスクエア

会計法第２９条の３第４
項（公募）

公募を公示したが応募者が
いなかったため。

－ － － 6,500,000 － － － 1 － － －

3
借地料（飯田治山事業所
敷）
958.93㎡

分任支出負担行為担当官
中部森林管理局伊那谷総合治
山事業所長
渡邉敬治

長野県飯田市座
光寺5152-1

平成23年4月1日 「個人情報非公表」 「個人情報非公表」
会計法第２９条の３第４
項（賃貸借契約）

当該場所でなければ行政事
務を行うことが不可能である
賃貸借契約であるため。

－ － － 1,112,358 － － － 1 － － －

4

借家料（常願寺川治山事
業所宿舎）
 53.45㎡

分任支出負担行為担当官
富山森林管理署長
阿久津聡

富山県富山市黒
崎字塚田割591-2

平成23年4月1日 「個人情報非公表」 「個人情報非公表」
会計法第２９条の３第４
項（賃貸借契約）

公務員宿舎として継続使用
が必要であり、競争を許さな
いため。

－ － － 840,000 － － － 1 － － －

5
借地料（小田中公務員宿
舎敷）
1,702m2

分任支出負担行為担当官
北信森林管理署長
岡義人

長野県飯山市大
字飯山1090-1

平成23年4月1日 中野市
長野県中野市三好
町1-3-19

会計法第２９条の３第４
項（賃貸借契約）

公務員宿舎敷として継続使
用が必要であり、競争を許さ
ないため。

－ － － 1,498,835 － － － 1 － － －

6
借地料（中信署庁舎敷）
3,179㎡

分任支出負担行為担当官代理
中信森林管理署次長
酒向邦夫

長野県松本市島
立1256-1

平成23年4月1日 「個人情報非公表」 「個人情報非公表」
会計法第２９条の３第４
項（賃貸借契約）

当該場所でなければ行政事
務を行うことが不可能である
賃貸借契約であるため。

－ － － 5,356,000 － － － 1 － － －

7
借地料（姫川治山事業所
敷）
1,916㎡

分任支出負担行為担当官代理
中信森林管理署次長
酒向邦夫

長野県松本市島
立1256-1

平成23年4月1日 糸魚川市
新潟県糸魚川市一
の宮1-2-5

会計法第２９条の３第４
項（賃貸借契約）

当該場所でなければ行政事
務を行うことが不可能である
賃貸借契約であるため。

－ － － 1,490,000 － － － 1 － － －

8
借家料（中信3・4号宿舎）
2戸

分任支出負担行為担当官代理
中信森林管理署次長
酒向邦夫

長野県松本市島
立1256-1

平成23年4月1日 「個人情報非公表」 「個人情報非公表」
会計法第２９条の３第４
項（賃貸借契約）

公務員宿舎として継続使用
が必要であり、競争を許さな
いため。

－ － － 1,608,000 － － － 1 － － －

9
借家料（中信1号宿舎）
1戸

分任支出負担行為担当官代理
中信森林管理署次長
酒向邦夫

長野県松本市島
立1256-1

平成23年4月1日
有限会社サンシャイ
ン深沢

長野県松本市島立
843

会計法第２９条の３第４
項（賃貸借契約）

公務員宿舎として継続使用
が必要であり、競争を許さな
いため。

－ － － 840,000 － － － 1 － － －

物品役務等の名称及び数
量

契約担当官等の氏名並びにその所属する部局の名
称及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及び住所

随意契約によることとし
た会計法令の根拠条文
（企画競争等）

競争性のない随意契約によ
らざるを得ない理由

名称 所在地

競争性のある契約に
移行予定のもの

予定価格

商号又は名称 住所
移行困難
な事由

移行予定
年限

契約金額 落札率

再就職の役員
の数
（※契約の相
手方が公益社
団法人又は公
益財団法人
（特例社団法
人又は特例財
団法人を含
む。）の場合
の記載事項）

提案者
の数

特別な
競争参
加資格
（※提案
者の数
が１の場
合の記
載事項）

備考うち
農林
水産
省出
身者

うち公益
社団法人
又は公益
財団法人
（特例社
団法人又
は特例財
団法人を
含む。）


